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尼崎市保育管理課 

令和元年 7月 10 日 説明会資料 

副食費における法人保育施設の事務について 

 幼児教育・保育の無償化に伴い、これまで保育料の一部として保護者の方にご負担いた

だいていた 2号認定子ども（3歳児クラスに進級した子ども）の副食費が、各施設による

実費徴収に変更します（3号認定子ども（2歳児クラスまで）については現行のままで

す）。 

また、年収 360万円未満相当の世帯の方に対しては、副食費を免除し、公定価格により

副食費相当分の加算を行うことになります。これらの変更に伴い、今後各施設の方に行っ

ていただく事務及びその注意点は次のとおりです。 

1 無償化開始前（10 月まで） 

 (1) 2 号認定子どもの副食費を決定する。 

  ・副食費は、それぞれの施設において、実際に給食の提供に要した材料の費用を勘案し

て定める（月額 4,500 円が目安）。（FAQ169） 

  ・副食費は施設を通じて均一とし、アレルギー児童への除去食などを個別に徴収するこ

とはしない。（FAQ170） 

・おやつや牛乳、お茶代は食材料費に含むが、調理員の人件費、厨房設備、光熱水費は

含まない。（FAQ174） 

 (2) 運営規程等を変更する。 

 (3) 保護者からの同意を得る。 

・施設は、利用申込者に対し、運営規程の概要、職員の勤務体制、支払を受ける費用に

関する事項（＝副食費等）その他の利用申込者の教育・保育の選択に資すると認めら

れる重要事項を記した文書を交付して説明を行い、当該提供の開始について利用申

込者の同意を得なければならない。（内閣府令第 5条の要約） 

2 無償化開始後（10 月以降） 

 (1) 市から発送される副食費免除対象者リストを受け取る。 

  ・免除対象者は、年収 360 万円未満相当の世帯の全ての子供及び全所得階層の第 3 子

以降の子となる。（FAQ165） 

  ・税が更正された場合は、原則として更正が分かった翌月から変更することとし、遡及

はしない。（FAQ173） 

 (2) 保護者から副食費を直接徴収する。副食費免除対象者リストに記載されている児童

の保護者からは副食費を徴収しない。 
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・児童の欠席や一定期間の休園について、施設の判断で副食費を減免することは妨げな

い。（FAQ171） 

  ・施設が設定した副食費が 4,500 円を超えた場合であっても、免除対象者から超えた部

分を徴収することはできない。（FAQ180･181） 

 (3) 免除対象者分の副食費については、市に対して加算として請求し、加算を受け取る。 

  ・加算額は施設における副食費の設定金額に関わらず、月額 4,500 円とする。（FAQ179） 

※FAQ…幼児教育・保育の無償化に関する自治体向け FAQ（5月 30 日版・抜粋） 

内閣府令…特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援施

設等の運営に関する基準 

以 上   
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※このFAQは、令和元年7月10日現在の状況における回答であり、今後も問や回答について変更がありうる旨をご了承ください。

1　公立保育所の副食費について
No. 事項 問 答 担当課

1
公立保育所の副食費につ
いて

どのように算定したのか。 公立保育所の副食費の算定につきましては、国の通知文で副食費については、保育料の一部として保
護者に月額4,500円の負担を求めてきた経緯があると示されていることやこの4,500円を目安とするとある
こと又、他都市の状況でも月額4,500円で検討しているところが多くみられることから、公立保育所は、１
人１か月当たり4,500円で設定しました。

保育指導課

2
公立保育所の副食費につ
いて

設定した副食費と、実際に計算した副食費の差額が生じた場合、市は税
金で補填するという考えか。

実績値と設定金額の乖離が無いように、給食材料の発注ロス分及び購入方法の見直し等を実施してい
く予定です。

保育指導課

3
公立保育所の副食費につ
いて

減額の基準はどうしているのか。
複雑な減免の基準を設けることはやめてほしい。また土曜日に利用しない
児童のみ軽減するなどの、計算が複雑になるような減免措置はやめてほ
しい。

減額につきましては、長期欠席者及び月途中入退所者です。
また、土曜日を恒常的に利用しない子どもの減額については、現在のところ考えておりません。

保育指導課

4
公立保育所の副食費につ
いて

10月から消費税が増税される予定であるが、それを見越した金額にしてい
るのか。また、今後物価上昇や消費税の増税があった場合に、金額を見
直すのか。

保育所給食材料そのものは、消費税の軽減税率の対象となる飲食料品の範囲ではありますが、それに
伴う増額も含め、給食材料の発注ロス分及び購入方法の見直し等を実施していく予定です。また、今後
の物価上昇に伴う金額の見直しについては、今後、検討してまいります。 保育指導課

5
公立保育所の副食費につ
いて

公立の施設は引き続き口座振替されるのでしょうか。 口座振替の予定ですが、これまでと同様、保護者の申し出により、納付書支払いの場合もあると考えて
います。 保育指導課

6
公立保育所の副食費につ
いて

尼崎市の公立保育所では、給食費（主食材料費及び副食材料費）をそれ
ぞれいくらに設定するのか？制度変更に当たって参考としたいので、国基
準の7,500円（主食費3,000円＋副食費4,500円）と異なる場合は、金額の設
定理由も含めて教えて頂きたい。

主食費は、これまでと同様の1,000円としています。
副食費の算定につきましては、国の通知文で副食費については、保育料の一部として保護者に月額
4,500円の負担を求めてきた経緯があると示されていることやこの4,500円を目安とするとあること又、他
都市の状況でも月額4,500円で検討しているところが多くみられることから、公立保育所は、1人1か月当
たり4,500円で設定しました。

保育指導課

事前質問事項に対する回答（副食費の取扱い）について
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2　副食費の設定について
No. 事項 問 答 担当課

7 副食費の設定について

2号認定子どもの副食費を市が全額補助することはないのか。 副食費につきましては、これまでも保育料として保護者負担をしていただいております。また、在宅で子
育てをする場合でも生じる経費であることから、国の考え方に準じ、市が補助するという考えはありませ
ん。

保育管理課

8 副食費の設定について

副食費を4,500円に設定した場合、その設定根拠（実費と4,500円との乖
離）について監査で指摘を受けることになるのか。
国の資料によると、「実際に給食の費用に要した費用を勘案して定める」
「月額4,500円を目安にする」など、実費との乖離もある程度容認するよう
な文言になっている。また、当然ながら年度によって実費は異なるが、副
食費を年度ごとに変更することはなく、乖離が生じることになる。

副食費の徴収については、国FAQ169において「実際の給食の提供に要した材料の費用を勘案して定め
る」とされています。従って、日々変わる食材の費用と副食費である4,500円が合理性を欠く不相当の金
額でない限り、必ずしも材料費と徴収額が同額である必要があるとは国の通知文の内容からは類推でき
ませんが、その趣旨については十分にご留意願います。
また、これまでも各施設においては、計画的に質の高い食事の提供を行うべく、給食運営の分析・評価
に資するために、記録等をいただいていることと思われます。
そうした資料により、「実際の給食の提供に要した材料の費用」が把握できるよう、引続きお願いいたしま
す。

法人指導課

9 副食費の設定について

食材料費については、子ども子育て会議（第40回）において「著しく高額に
なることがないよう方策を検討する。」となっていますが、食材料費の主食
材料費及び副食材料費のそれぞれの上限金額は具体的にいくらまでなら
「著しく高額にならない範囲」と認定されるのでしょうか？また、「過度に廉
価にならない範囲」はいくらまででしょうか？市で基本的なガイドラインを
示すことができるでしょうか？

副食費の設定につきましては、国通知文において、それぞれの施設において、実際に給食の提供に要し
た材料の費用を勘案して定めると共に、これまで2号認定子どもの副食費については、公定価格におい
て積算し、保育料の一部として保護者に月額4,500円の負担を求めてきた経緯があり、今後施設で徴収
する額を設定するに当たっても、この月額4,500円を目安とするとなっておりますため、この方針により副
食費を設定してください。

保育管理課

10 副食費の設定について

副食材料費は国の事前実態調査で3～5歳児4,720円※であるにも関わら
ず、副食材料費の目安（補助金額）は、なぜ原価割れとなる4,500円なの
か？金額の内訳や実態を示して、金額の根拠とした事実を丁寧に説明し
て頂きたい。（※保育所等の運営実態に関する調査報告<速報>H31.1.28）

副食費を月額4,500円を目安とする根拠としましては、以前より国が公定価格において積算し、保育料の
一部として保護者に月額4,500円の負担を求めてきた経緯があることから、月額4,500円を目安としていま
す。 保育管理課

11 副食費の設定について

食材料費は、副食費については4,500円を目安（国FAQ169）とすると同時
に、「幼児教育・保育の無償化の実施に伴う食材料費の取り扱いについ
て」の国の説明では、保護者負担額を副食費4,500円、主食費3,000円の
合計7,500円としています。主食費・副食費共に、この金額に合わせておけ
ば問題ないでしょうか？

副食費の設定につきましては、国通知文において、それぞれの施設において、実際に給食の提供に要し
た材料の費用を勘案して定めると共に、これまで2号認定子どもの副食費については、公定価格におい
て積算し、保育料の一部として保護者に月額4,500円の負担を求めてきた経緯があり、今後施設で徴収
する額を設定するに当たっても、この月額4,500円を目安とするとなっておりますため、この方針により副
食費を設定してください。

保育管理課

12 副食費の設定について

月途中の退園や入園の場合は、日割り計算などの減額調整を行わなくて
も良いでしょうか？あるいは、必ず減額調整を行わなければいけないので
しょうか？

国FAQ171のとおり「月途中の退園や入園の場合には、施設型給付費や地域型保育給付費と同様に、日
割り計算等の減額調整を行って差し支えありません。」とありますとおり、減額調整は各園の判断により
ます。

保育管理課

13 副食費の設定について

副食材料費は、実際に給食の提供に要した材料の費用を勘案して定め
（国FAQ169）、月額4,500円を目安とするとなっています。月額4,500円を上
回る場合、保護者への説明の際に食材料費の原価計算まで公開する必
要があるのでしょうか？

施設が副食費を徴収するに当たっては、主食費等これまでも施設が徴収していた費用と同様に、その使
途・額・理由の書面での明示、保護者への説明・同意が必要となりますので、保護者の方から説明を求
められた際には、公開する必要があると考えられます。

保育管理課
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3　副食費の徴収について
No. 事項 問 答 担当課

14 副食費の徴収について

保護者の負担や園の負担を考えると、副食費を引き続き市において口座
振替で徴収してもらえないでしょうか。

地方自治法第235条の4第2項において、「債権の担保として徴するもののほか、普通地方公共団体の所
有に属しない現金または有価証券は、法律または政令の規定によるものでなければこれを保管すること
ができない」とされていることから、市が施設に代わって徴収することはできません。

保育管理課

15 副食費の徴収について
滞納者に対して退園を求めることはできないのか。 現段階では副食費の未払いを理由に退所は難しいと考えております。 こども入所支

援担当

16 副食費の徴収について

滞納整理に必要な経費について、市独自の補助金を交付しないのか。 国FAQ184のとおり、副食費の徴収事務は、基本的にこれまで施設において実施してきた実費徴収や上
乗せ徴収の徴収事務の中で実施するものであり、国や市が補助金制度を設ける必要があるものとは考
えておりません。

保育管理課

17 副食費の徴収について

保育料滞納者に対しては児童手当を充当するなどの対処をしておられた
と思いますが、給食費滞納者についても市が全く関与しないのではなく、
措置で入所している限り何かしらの協力はしていただけないでしょうか。

児童手当からの徴収につきましては、今後検討して参ります。

保育管理課

18 副食費の徴収について

滞納が生じた場合、「利用調整の実施者としての立場」から市が徴収を支
援するとなっているが、どこまでどのように関与してもらえるのか。

国FAQ186では”保育所への支払いを促す”とされております。その”促し”を今後検討していきたいと考え
ております。 こども入所支

援担当

19 副食費の徴収について

滞納が生じた場合、市は利用調整の実施者の立場から利用継続の可否
を検討する（国FAQ186）となっています。滞納者に対しては、園からの申
出により尼崎市の利用調整の権限で、他の保育所（公立等）に転所する
措置を講じることが可能でしょうか？

滞納世帯を転所させても、転所先で滞納する可能性があり、滞納問題は解決しない可能性があると考え
ます。よって、滞納を理由とした利用調整による転所は考えておりません。

こども入所支
援担当

20 副食費の徴収について

10月からの制度変更時も含めて食材費の変更金額にどうしても同意しな
い保護者がいる場合、園からの申出により尼崎市の利用調整の権限で、
他の保育所に転所させることは可能でしょうか？

食材費に対する不承諾世帯が納得する食材費を設定する園へ転園させることは、現実的に難しいため、
不承諾を理由とした利用調整による転所は考えておりません。 こども入所支

援担当
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4　運営規程の変更について
No. 事項 問 答 担当課

21 運営規定等の変更
運営規程の変更はいつまでに提出するのか。 あらかじめ提出することになっているため、事前の提出をお願いします。

認可担当

22 運営規定等の変更

児童が1日でも出席した場合は、欠席等に対して月額徴収額は減免（減額
調整）しないとすることについては、運営規程に規定する必要があるので
しょうか？また、運営規程に規定しない場合は、重要事項説明書や園のし
おりに記載する必要があるでしょうか？

運営規程で定めておく事項は、特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準第２
０条に規定されているとおりです。必ずしも運営規程に規定する必要はありませんが、同基準第５条に規
定する重要事項を記した文書もしくは、園のしおりに記載するなどして、利用者に周知をお願いします。

認可担当

23 運営規定等の変更

食材料費の滞納者に対しては、園の判断で弁当持参として給食を停止す
ることは可能でしょうか？

自園調理が原則であり、弁当持参による対応は、行事の日などとされています。

認可担当

24 運営規定等の変更

保育の提供に要する利用者負担金（給食費等）に対する保護者の同意
は、書面によらず口頭でよいでしょうか？

上乗せ徴収、実費徴収については、「特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準」第
13条第3項及び第4項において規定されており、上乗せ徴収（同条第3項）については、同条第6項で、文書に
よる同意が必要であると規定されていますが、実費徴収（同条第4項）については「金銭の支払に係る同意に
ついては、文書によることを要しない」と規定されています。ご質問の給食費については、同基準第13条第4項
第3号の「食事の提供に要する費用」であると思われますので、実費徴収であるため、文書による同意の必要
はありません。

認可担当

25 運営規定等の変更

食材料費の徴収に伴う運営規程（重要事項に関する規定）の変更に当
たって、保育所設置認可等事項変更届を提出する際、給食費徴収金額の
件について理事会を開催して議決し理事会議事録（写し）を添付する必要
があるでしょうか？

法人の意思決定がされていれば必ず理事会を開催する必要はありませんが、その場合は、稟議書や決
裁の写しなど、法人の意思決定を示す書類を添付してください。

認可担当

26 運営規定等の変更

運営規程において、「保育において提供する便宜に要する費用について
の追加、単価の改定など必要な事項は、園長がその都度定める。」と規定
されている場合は、食材料費の徴収に伴う理事会の議決や保育所設置認
可等事項変更届の提出は必要でしょうか？

「特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準」第20条（5）において、運営規程には
「支給認定保護者から受領する利用者負担その他の費用の種類、支払を求める理由及びその額」を定める必
要があると規定されております。そのため、ご質問の食材料費に係る事項に変更が生じた場合については、
運営規程変更届を提出する必要があります。また、理事会の議決事項については各法人の専決区分によると
思われますが、当該事項について理事会の議決が必要とされている法人様の場合は、理事会の議決が必要
になりますが、そうでない場合は必要ありません。

認可担当

27 運営規定等の変更

今後の作業として、給食費決定、運営規程変更、理事会議決、市に変更
届提出、審査後の受理書、周知、同意、利用料徴収などがあり、利用者の
周知に十分な時間をとると、10月からの運用開始までタイトなスケジュー
ルになります。運営規程の変更に当たっての保育所設置認可等事項変更
届の提出期限は、いつ頃になるでしょうか？

運営規程の変更については、あらかじめ提出することになっているため、事前の提出をお願いします。

認可担当
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28 運営規定等の変更

重要事項説明書及び園のしおりの変更についてはどのような手続きが必
要でしょうか？

お尋ねの重要事項説明書や園のしおりの変更内容が、運営規程で定められた内容でしたら、運営規程
の変更については、子ども・子育て支援法施行規則第３３条に規定されているとおり、その変更に係る事
項について、市長に届け出なければなりません。
（参考）「特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準」で重要事項に関する規程
（運営規程）の項目が第２０条で規定されていますが、以下のとおりです。
（運営規程）
第二十条　特定教育・保育施設は、次の各号に掲げる施設の運営についての重要事項に関する規程
（第二十三条において「運営規程」という。）を定めておかなければならない。
一　施設の目的及び運営の方針
二　提供する特定教育・保育の内容
三　職員の職種、員数及び職務の内容
四　特定教育・保育の提供を行う日（法第十九条第一項第一号に掲げる小学校就学前子どもの区分に
係る利用定員を定めている施設にあっては、学期を含む。以下この号において同じ。）及び時間、提供を
行わない日
五　支給認定保護者から受領する利用者負担その他の費用の種類、支払を求める理由及びその額
六　第四条第二項各号に定める小学校就学前子どもの区分ごとの利用定員
七　特定教育・保育施設の利用の開始、終了に関する事項及び利用に当たっての留意事項（第六条第
二項及び第三項に規定する選考方法を含む。）
八　緊急時等における対応方法
九　非常災害対策
十　虐待の防止のための措置に関する事項
十一　その他特定教育・保育施設の運営に関する重要事項

認可担当
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